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日本的経営の強みを再認識する
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近年、日本企業の前に、韓国、台湾、中国

の企業がライバルとして立ちはだかってい

る。特に韓国企業は、エレクトロニクスをは

じめ家電、自動車、造船、プラント建設、さ

らには原子力発電に至るまでグローバルな存

在感を高めている。

1970年代～1980年代、日本企業のライバル

は欧米先進国の企業であり、韓国企業は眼中

になかったろう。しかしその間、韓国企業は

日本企業を徹底して研究し、後に世界のトッ

プに躍り出た企業もある。いまでは逆に日本

企業が韓国のSamsungグループやLGグルー

プなどについて研究するようになってきた。

筆者は、2010年の初頭に放映された韓国の

公共放送KBSの経済番組で、日韓の企業の違

いについて取材を受けた。その番組では、韓

国の企業経営の特徴を「パリパリ」というキ

ーワードで表していた。「パリ」というのは

「早く」という意味だという。韓国企業の強

みは、意思決定や行動の速さから来ていると

いうのである。確かに、筆者もコンサルタン

トとして韓国企業と接するなかで「パリパリ」

文化の一端を垣間見ることは多い。

第一に、経営者がプロジェクトのオーナー

として積極的に関わる点があげられる。日本

の企業の場合、コンサルタントから経営者へ

の報告は最終報告会のみというケースも珍し

くなく、時には形式的な報告だけということ

さえある。ところが韓国では、プロジェクト

実施中から企業のトップがわれわれコンサル

タントに直接報告を求めるのが普通である。

第二に、経営の意思決定を具体化する社員

の実行力があげられる。計画に多少の無理が

あっても、何とか成果を上げようとする社員

のがんばりはよく目にするところである。

この 2つは、韓国の企業に見られる「パリ

パリ」文化の大きな特徴と思われる。

このように国際競争力を高めてきた韓国で

あるが、近年、技術力の高い日本企業と価格

競争力に優れた中国企業の間に韓国企業が挟

まれて押しつぶされているという“サンドイ

ッチ”論が盛んなのだという。

“サンドイッチ”構造に対する危機感は高

まる一方である。2010年 3月にSamsungグ

ループの会長に復帰した李健熙氏は、社員に

対して「今後10年以内にSamsungを代表す

る事業や製品の大部分がなくなる。今が本当

の危機だ」というメッセージを発した。“サ

ンドイッチ”論はともかく、こういう危機意

識は日本の企業にもあると思われる。李会長

の話が本当になるかどうかは分からないが、

精密部品や新素材などの分野の技術では韓国

企業の競争力はまだ日本企業に及ばないと韓

国では考えられているようである。

こうして見てくると、日本企業が考える競

争力と、韓国企業が考える競争力の内容には

違いもありそうだ。日本企業の競争力回復に
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は、まず現実を正しく分析して、ほかから学

ぶべきことは学び、磨くべき自分の強みはき

ちんと磨くという基本に立ち戻ることが必要

である。日本企業の場合、経営者にせよ社員

にせよ、自社の競争力を過剰に高くまたは過

剰に低く見るという傾向がないだろうか。

日本企業がさらに磨きをかけるべき強みは

いくつもあるが、ここでは 2点だけ指摘して

おきたい。

1つ目はミドルマネジメントの強さであ

る。市場や社外との接点として経験豊富な中

間管理職の力が強ければ、市場の変化に迅速

かつ的確な組織対応ができる。このミドル層

のスキルアップと活力を引き出すことは経営

トップの役割として重要である。トップダウ

ンで押し付けるよりも、ミドル層の創造性か

ら生まれるイノベーションのアイデアの方が

説得力がある。日本企業は伝統的にミドルマ

ネジメントの力が強かったが、いまはこれが

弱くなっている。企業を取り巻く環境は厳し

く、ミドル層に挑戦させる機会は減少した。

1990年代の新卒採用の絞り込み、組織のフラ

ット化、業績連動型の評価制度は、組織リー

ダーとしての成長機会を奪ってきたように見

える。あらためて、ミドルマネジメントを教

育し実践する場を再設計すべきである。

2つ目は長期的経営思考である。変化に機

敏に対応するためには迅速な決断が求められ

る。しかし、イノベーションを実現するには

長期的な視野が必要である。例えば、環境・

エネルギー分野の革新的な製品は、素材レベ

ルの開発力が鍵になる。長期を要する素材レ

ベルの開発では日本の企業にまだ一日の長が

ある。韓国企業の「パリパリ」経営の強みが

迅速な意思決定という形で表れる一方で、そ

の裏には技術開発の底の浅さが弱みとして隠

れているといえるかもしれない。

1990年頃には世界のトップに立った日本企

業は、1990年代半ば以降、急激に体力を落と

してきた。財務的な問題を解消しようと欧米

のマネジメント手法を安易に取り入れ、維持

し磨くべきはずの自社の強みを減じてしまっ

たケースも少なくないだろう。

米国では、弱体化した産業界の復活を図る

べく、1985年にJ. A. Young氏が率いる産業競

争力委員会が「Young Report」と呼ばれる

報告書をまとめた。日本の産業界も1980年代

の米国と同様の重要な局面を迎えている。リ

ーマンショック後の景気後退と新興国の台頭

によって世界経済は先進国中心のものではな

くなり、企業は新たな競争環境に置かれてい

るからである。

この点は韓国にとっても同様である。その

韓国は2010年に「World Premier Material

（WPM）政策」を打ち出し、日本の強みで

ある素材や部品の分野で競争力を高めようと

している。改革は 3年がめどという。日本企

業にとっても“勝ちパターン”を再構築する

ための重要な 3年間を迎えている。 ■
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クラウドに必要な情報システムの仕分け

企業の情報システムをクラウドのサービス

で構築する動きが広がっている。これは単な

る流行ではない。企業は自社システムの現状

と将来を見据えた上でクラウドの利用が有利

だと考えているのである。

クラウドはサーバーなどのリソースやアプ

リケーションの機能などをインターネットを

通じて利用できる仕組みを意味する。クラウ

ドを汎用的に提供するサービスをパブリック

クラウドと呼ぶ。また、クラウド上に専用の

区画を設けて排他的に利用する仕組みを提供

するサービスや、自社の管理下にあるサーバ

ーに複数のOS（基本ソフト）を仮想化して配

置するケースをプライベートクラウドと呼ぶ。

クラウド導入の検討には、まず情報システ

ムの仕分けが必要である。一口に情報システ

ムといっても、基幹システム、情報共有やコ

ミュニケーション系システムなど、役割や機

能の異なる別種のシステムに分かれる。情報

システムの仕分けとは、どのシステムをどの

クラウドで構築するかを決めることである

（図 1参照）。

企業の収益に直結するシステムをここでは

基幹システムと呼ぶが、基幹システムは他社

との差別化の主要素であり、常に改善を続け

る必要がある。そのため自社の厳格な管理下

に置く必要があり、プライベートクラウド上

に構築するのが適している。

一方、情報系やコミュニケーション系のシ

ステムのように、必要ではあるが他社と同等

のレベルで十分であればパブリッククラウド

で足りる。自社で投資して開発するよりも、

必要な時に必要な分だけサービスとして利用

する方が有利だからである。

パブリッククラウドと相性がよいオープン
ソース

（1）低コストで柔軟なカスタマイズも可能

最近では、グループ企業にとどまらず、海

外拠点や取引先企業なども含めたグローバル

規模の情報共有のニーズが高まっている。リ

クラウド時代に重要性を増すオープン
ソース

企業で導入が進んでいるクラウドコンピューティング（以下、クラウド）においては、オー

プンソースの利用価値がますます高まる。本稿では、クラウドが普及していくなかで、オープ

ンソースがどのように活用されるかを解説するとともに、標準プラットフォームとしてのオー

プンソースの可能性について考察する。

特　集　［クラウドを生かすオープンソース］

図１　情報システムの仕分け 
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アルタイムの情報伝達は迅速な意思決定を可

能にして競争力を強化し、リスク情報を共有

することで堅固な内部統制も実現する。この

ようなグローバルな情報共有のシステムは、

時間の経過とともにユーザー数が増加するた

め、リソースを柔軟に追加でき、コスト面で

も自社開発より有利なパブリッククラウドが

適している。

また、クラウドのインフラ上で稼働させる

ソフトウェアにオープンソース製品を利用す

れば、低コストというメリットはさらに大き

なものとなる。商用のソフトウェア製品を使

用した場合、ユーザー数に応じてライセンス

費用や利用料金が課金されるケースが多いた

め、ユーザー数が増えれば増えるだけコスト

が高くなる。グループ企業全体やグローバル

規模での利用になると、ライセンス費用だけ

で数億～十数億円にもなるケースは少なくな

い。オープンソース製品を利用すれば、ソフ

トウェアにかかるコストを大幅に削減するこ

とが可能である。

オープンソースのメリットはコストだけで

はない。既存の業務に適合させたり、既存の

社内システムと連携させたりする目的で、ソ

フトウェアをカスタマイズする必要が生じる

ケースも多いが、オープンソースは柔軟なカ

スタマイズが可能である。さらに、グローバ

ルな情報共有システムにおいては、多言語対

応という点でもオープンソースの利用価値は

高い。（情報共有システムにおけるオープンソ

ースの活用についてはP.12「オープンソース

を用いた社内情報共有」を参照）

（2）認証の連携もオープンソースで実現

社内の情報共有システムに「Google Apps」

や「Salesforce CRM」のようなSaaS（Sostware

as a Service：ソフトウェアをインターネッ

ト上のサービスとして利用する仕組み）を利

用するケースも増えている。この場合、セキ

ュリティやユーザーの利便性といった理由か

ら、社内の認証サーバーにあるユーザーID・

パスワードでログインしたいというニーズや、

社内システムとのシングルサインオンを実現

したいというニーズが多い。

このような安全な認証の連携は、SAML

（Security Assertion Markup Language：認証

情報の安全な交換のための仕様）という標準

的な認証プロトコルを用いれば可能である。

オープンソース製品の「OpenSSO」はSAML

に対応しており、SaaSとのシングルサインオ

ンを実現できる。

既存の社内システムとSaaSとの連携を行お

うとした場合、社内の認証サーバーや社内シ

ステムを改修するのは困難なケースも多い。

その場合、既存システム側の仕様に合わせて

新システムを構築する必要があるが、商用製

品を使用した場合は対応が難しいケースが少

なくない。そこで、「柔軟なカスタマイズが可

能」というオープンソースのメリットが出て

くる。また、商用のシングルサインオンや認

証のソフトウェアは高価であるため、オープ
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ンソースのコスト削減効果は大きい。（シング

ルサインオンにおけるオープンソースの活用

についてはP.14「オープンソースで実現する

統合認証基盤」を参照）

プライベートクラウド上のオープンソース

プライベートクラウド上に情報システムを

構築するケースでは、オープンソースは「長

期間の継続的な利用が可能」という点で大き

なメリットがある。

継続的な改善が必要な基幹システムをプラ

イベートクラウドで構築すれば、ハードウェ

アの保守期限切れという問題を解消できる。

従来のシステムは、サーバーやソフトウェア

の保守サポート期限が切れるため、3年から

5年程度の周期で更改を行わざるを得なかっ

た。コストの問題もさることながら、更改に

伴う動作確認テストの工数が膨大になること

が大きな問題であった。クラウドで利用する

サーバーは仮想化されており、特定の物理的

なサーバーに依存していないため、ハードウ

ェアの保守期限切れの問題は解消される。

しかしソフトウェアについては別である。

商用のソフトウェア製品にも保守サポート期

限があるため、クラウドで仮想化したとして

も保守サポートは数年で期限切れとなる。ま

たサポート期限内であっても、そのソフトウ

ェア製品を開発している企業の倒産や合併・

吸収などによりサポートが受けられなくなる

リスクがある。そこでオープンソースのメリ

ットが生きてくる。オープンソースはソース

コードが公開されているため、たとえ当初の

開発元企業がなくなっても、不具合の修正や

セキュリティ対策などのメンテナンスを自社

で行う、あるいは他の開発元に委託すること

が可能である。

オープンソースのサポートについては、保

守体制を十分に検討する必要がある。ユーザ

ー企業が独力でオープンソースの保守を長期

間行うことは通常は困難であるため、多くの

企業は有償のオープンソースサポートサービ

スを利用している。野村総合研究所（NRI）

もオープンソースのワンストップサービス

「OpenStandia」を2006年から提供しており、

7年間、10年間といった長期間のサポート契

約をしていただいている顧客もある。

このように、プライベートクラウドとオー

プンソースという組み合わせによって、長期

間にわたる継続的な情報システムの利用とい

う、情報システム部門の長年の課題を解決す

ることができるようになった。（プライベート

クラウドとオープンソースの組み合わせに関

する事例はP.10「オープンソースでサーバー

統合を実現」を参照）

クラウドの標準プラットフォームに

ここまで、パブリッククラウドとプライベ

ートクラウドにおけるオープンソースのメリ

ットについて述べてきた。今後、クラウドの

さらなる普及に伴い、オープンソースの重要

特　集特　集
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性がますます高まっていくことは間違いない。

筆者は、近い将来、オープンソースは企業の

情報システムにおける標準的なプラットフォ

ームになると予測している（図 2参照）。

例えば、あるパブリッククラウドのサービ

スを利用している企業が、別のパブリックク

ラウドのサービスに移行したいというケース

は必ずある。この場合、利用中のクラウドサ

ービスが特定の商用ソフトウェア製品に依存

していると、現在のシステムが移行先のクラ

ウドサービス上でそのままでは稼働しない可

能性が高い。移行先の環境で新たにシステム

を構築するにはかなりのコストがかかるため、

移行自体をあきらめざるを得なくなることも

ある。このように、商用ソフトウェア製品を

利用する場合には、特定のベンダーのクラウ

ドサービスにロックインされてしまう恐れが

ある。

特定のベンダーにロックインされることな

く、他のクラウドサービスへの移行性を確保

するには、プラットフォームとしてオープン

で標準的なソフトウェアを利用することが強

く求められる。筆者はここに、オープンソー

スが情報サービス産業全体に大きく貢献でき

る理由があると考えている。OS（基本ソフ

ト）のLinuxや、開発言語であるJavaなどの

オープンソースがベンダーの固定化という問

題を解消してきたように、クラウドにおいて

も、オープンソースが標準的なプラットフォ

ームとなってサービス間の移行性を確保する

ことになるだろう。ただし、あるオープンソ

ース製品から別のオープンソース製品に移行

する場合や、特殊なオープンソース製品を使

用した場合には、商用製品と同様に移行コス

トがかかる場合があることに注意する必要が

ある。

オープンソースの歴史を振り返ってみると、

1995年～2005年頃は第一世代のオープンソー

スの時代であったといえる。この時代はLinux

の普及期であり、企業がLinuxを採用した目

的はコストパフォーマンスに優れたPCサーバ

ーを利用するためであった。2005年頃から現

在までは第二世代のオープンソースの時代と

いえる。DBMS（データベース管理システム）

やアプリケーションサーバーなど、オープン

ソースのミドルウェアが、ソフトウェアコス

トの削減を目的に積極的に採用されるように

なっている。

クラウドの普及が進むにつれて、オープン

ソースの第三世代が始まろうとしている。オ

ープンソースはクラウド時代の標準的なプラ

ットフォームとして、その重要性を増してい

くことになるだろう。 ■
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図２　標準的なプラットフォームのメリット 
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500台以上のサーバーを仮想化

パブリッククラウドでは、サーバーなどの

リソースを他のユーザーと共用することにな

るので、情報漏えい対策は万全か、自社のセ

キュリティポリシーや運用基準を満たせるか

など多くの課題が生じる。そこで登場してき

たのが、クラウド上の一定の区画を専用利用

できるプライベートクラウドと呼ばれるサー

ビスである。

ここで紹介するのは、500台以上の物理サ

ーバーを仮想化してプライベートクラウドに

移行したある大手製造業の事例で、野村総合

研究所（以下、NRI）がこれを受注・支援し、

継続的に保守サービスを提供している。この

企業では現在、同じ仕組みをグローバルに展

開する取り組みを行っている。

図 1はシステムの全体構成である。ポイン

トとなるのは、単に仮想化によってリソース

を最適化しただけではなく、アプリケーショ

ンの利用から運用までをトータルでパッケー

ジ化した点である。

まず情報システム部門が社内標準の仮想マ

シンのイメージファイルをテンプレート（ひ

な形）として用意しておき、ユーザーからの

利用申請を受けてこれを配布する。ユーザー

は、社内基準のセキュリティ対策が完了した

状態のシステムを利用できる。さらに社内標

準のアプリケーションを搭載済みで統合認証

も設定済みである。このため申請からわずか

数日で利用を開始できるようになっている。

オープンソースにより仮想化を実現

今回は物理サーバーの台数を減らしたい、

サーバーの新設要望に素早く簡単に対応した

いという目的でサーバーOS（基本ソフト）

の仮想化を実施した。仮想マシンを実現する

ための仮想化ソフトウェアには、実績を重視

してVMWare ESXを採用した。仮想マシン

に搭載するソフトウェアは、OSのRedHat

Enterprise Linuxを含めてすべてオープンソ

ースである。

オープンソースは小規模システム向けとい

うイメージがあるが、実は大規模システムの

方が初期コスト、運用コストともにコスト削

減効果ははるかに大きい。オープンソースを

利用する上での一番の注意点は、使いこなす

ための技術力と、信頼のおけるサポートのど

ちらかを準備する必要があることである。こ

れについては後述する。

オープンソースでサーバー統合を実現
―500台以上のサーバーをクラウドで集約管理―

クラウドコンピューティング（以下、クラウド）のサービスが、質・量ともに充実してきて

いる。規模の拡大が非常に容易というクラウドのメリットを生かして、社内システムをクラウ

ド上に移行するユーザー企業も増えている。本稿では、オープンソースを活用して500台以上

のサーバーを仮想化し、プライベートクラウドに移行した大手製造業の事例を紹介する。

特　集　［クラウドを生かすオープンソース］
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仮想マシンのテンプレートにはいくつか工

夫を加えている。特筆すべきはパッチ（修正

プログラム）の検証と配布を自動化する仕組

みである。最新パッチは動作検証してから適

用する必要があり、また500台以上の仮想サ

ーバーにパッチが正しく適用されているかを

手作業で検証することは現実的でない。その

ため、パッチをいったんRedHat Network

Satelliteサーバー上に置き、独自開発のパッ

チ自動検証サーバーで検証して問題がなけれ

ばすべてのサーバーに自動配布する仕組みを

設けた。これによってユーザー部門に負担を

かけることなくすべてのサーバーの構成共通

化と一律のパッチ適用を実現した。

仮想化とオープンソースの親和性

今回は仮想化されたプライベートクラウド

上のアプリケーションとしてオープンソース

を採用したが、仮想化とオープンソースは非

常に相性が良い。その理由は規模拡張の容易

さと保守コストの低さにある。多くの商用ソ

フトウェアはCPU（中央演算処理装置）数

やユーザー数に応じてライセンス料や利用料

が発生するが、オープンソースは基本的に無

償であるため、システム規模が変化してもラ

イセンス数管理や利用料計算が不要である。

そのため、仮想化して利用規模を拡大する敷

居が格段に低い。

オープンソースのデメリットは、開発元の

手厚いサポートがないために運用上のリスク

を負うことである。しかしオープンソースの

サポートを有償のサービスとして提供してい

るベンダーも多い。本稿の事例もNRIのオー

プンソースサポートサービス「OpenStandia」

を利用している。クラウドとオープンソース

の組み合わせは、サービスの洗練やサポート

の充実などにより、今後ますます浸透してい

くであろう。 ■
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図１　システム概要 
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実用性の高いオープンソースのポータル

近年、企業は競争力をより高めるために、

グループ企業全体の情報共有や、海外拠点を

含めたグローバルな情報共有の体制づくりを

目指すようになっている。また、内部統制に

関わる情報の共有をグループ企業内やグロー

バル規模で徹底する観点からも、情報共有シ

ステムへのニーズは高まっている。

情報共有の入り口として、企業内外のさま

ざまなシステムに蓄積された膨大な情報の中

から、必要な情報を集約して 1つの画面に表

示する仕組みが企業情報ポータルである。画

面はユーザーの属性に応じたパーソナライズ

が可能で、管理職用、営業用、技術者用など、

職種や役割に応じて自由にレイアウトを変え

られるのも特徴である。

企業情報ポータルを利用するユーザーの規

模は日々グローバルに拡大するため、ライセ

ンス費用が不要というコスト面や多言語対応

といった観点から、オープンソースの利用が

有効である。オープンソースの企業情報ポー

タルには、「Liferay」「XOOPS」「Joomla!」

「Jetspeed」「JBoss Portal」などがある。

「Liferay」は他の製品と比較して、①柔軟

なアクセス制御、②ユーザーフレンドリーな

インタフェース、③多様なユーザーグルーピ

ング機能、④多言語対応（35カ国語）、⑤拡

張性の高いアプリケーションプラットフォー

ム―などの点で優れている。

カスタマイズにも対応する「Liferay」

「Liferay」の画面には“ポートレット”と

呼ばれる小規模なアプリケーションが配置さ

れている。「Liferay」にはあらかじめ数十種

類のポートレットが用意されており、インス

トールしてすぐに利用できる。これらの既製

のポートレットを利用して必要な機能を実現

できるケースも多いだろうが、企業の規模な

どによっては機能不足や独自要件の追加など

に対応するため、カスタマイズのニーズが発

生することも多い。

そこで「Liferay」の特徴であるアプリケ

ーションプラットフォームの側面が生きてく

る。「Liferay」は豊富なAPI（ソフトウェア

開発のための命令や関数）を持ち、既製のポ

ートレットを組み合わせて新しいポートレッ

トを素早く開発できる仕組みが用意されてい

る。これにより、既製のポートレットのソー

スコードが公開されていることと併せて、高

オープンソースを用いた社内情報共有
―企業情報ポータル「OpenStandia/Portal」―

オープンソースはデータベースなどミドルウェアですでに多数の採用実績があり、いまでは

アプリケーションにも積極的に導入されている。アプリケーションにオープンソースを活用す

ることは、独自要件に柔軟に対応できる点でベンダーと顧客の双方にメリットがある。本稿で

は、オープンソースの企業情報ポータル「Liferay」をカスタマイズした事例を紹介する。

特　集　［クラウドを生かすオープンソース］
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機能なアプリケーションを迅速に開発できる。

野村総合研究所（NRI）オープンソースソ

リューション推進室では、「Liferay」をベー

スに300件以上のバグの修正と機能追加を行

った「OpenStandia/Portal」を開発しソリュ

ーションとして提供している。不足している

機能を新規ポートレットとして開発し、他の

オープンソースと組み合わせて顧客のニーズ

に応えた品質の高いソリューションとしたも

のである（表 1参照）。

オープンソースを使いこなす技術力が必要

企業情報ポータルのような社内情報共有シ

ステムの構築には、商用ソフトウェア製品の

ほか、「Google Apps」や「Salesforce CRM」

のようなSaaS（Software as a Service：ソフト

ウェアをインターネットを通じてサービスと

して利用する仕組み）を使用する方法もある

が、企業の独自要件に合わせて柔軟にカスタ

マイズできる点ではやはりオープンソースが

有利である。

しかし一方で、オープンソース製品の多く

は、開発や保守に必要なマニュアルやQ&A

などが十分に整備されているわけではない。

従って、ベンダーがオープンソースのカス

タマイズやソリューション開発を請け負う際

には、ソフトウェア全体のアーキテクチャや

ロジックを理解し、どこに問題があるかを発

見して適切な修正を加えられる総合的な“基

盤力”が求められる。このほか、顧客の業務

要件を理解して適切にシステムに実装してい

く“アプリケーション力”、独自に開発した

ソースコードと元々のオープンソースとを継

続的に維持していく“維持管理力”などさま

ざまなスキルやノウハウが必要である。

オープンソースの成熟度が増し、企業の導

入事例も増えていくにつれ、要件に応じてカ

スタマイズできる技術など、オープンソース

を使いこなす技術力がベンダーの差別化要素

となるだろう。 ■
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野村総合研究所
情報技術本部
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テクニカルエンジニア
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表１　「Liferay」拡張の事例 

NRIによる主な拡張 

他のオープンソースとの 
組み合わせ 

グループウェア 
「アイポ」を導入 

ワークフローのポー 
トレットを開発 

表示画面・文言変更 

LDAPからユーザー 
を作成 

新規ポートレットの開発 

既存ポートレットの修正 

運用ツールの開発 

項　目 内　容 

「Liferay」とのシングルサインオンを実現するために独自拡張し
たポートレットで呼び出し、「Liferay」の画面とシームレスなUI
を実現。スケジュール共有に加え施設予約機能も実装しており、
会議予約がワンストップで可能となっている。 

新規にワークフローを開発。いつ・誰が・何を（申請・承認）し
たかの記録・検索が可能。内部統制を支援する。 

LDAPのディレクトリサービスから「Liferay」のユーザーを作成
する。顧客は既存のシステムでユーザー管理が可能。 

顧客の既存業務に適合するように画面や文言を変更した。 

「アイポ」：スケジュール管理、ワークフロー、メール、ブログなどの機能を持つオープンソースのグループウェア 
 LDAP：Lightweight Directory Access Protocol。ネットワーク上のハードウェアやユーザーを管理するディレクトリサービスのアクセス 
　　　  プロトコル 
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強まる統合認証のニーズ

統合認証とは、業務システム単位でなくシ

ステム間をまたがって認証管理、アクセス管

理を行うための仕組みである。これによりセ

キュリティや内部統制の一貫性を保つことが

できるとともに、個別システムごとに認証の

仕組みを持つ必要がないので、機能の実装コ

スト、セキュリティ管理コスト、メンテナン

スコストの削減も可能である。ユーザーから

見ても、システムごとにID・パスワードを入

力する必要がなくなるため利便性が向上する。

昨今は、企業グループ全体やグローバル規

模など、認証を要するシステムの範囲が広が

り、SaaS（Software as a Service：ソフトウ

ェアをインターネットを通じてサービスとし

て利用できる仕組み）におけるサービス間で

の認証統合へのニーズも強まっている。今後、

規模の拡大と連携サービスの多様化に柔軟に

対応できる統合認証基盤へのニーズはますま

す強まるであろう。

オープンソースによる統合認証のメリット

統合認証基盤にオープンソース製品を用い

るメリットの 1つは、顧客要件に応じた細か

いカスタマイズが容易という点である。Web

サーバーやデータベースなどの基盤ミドルウ

ェアと異なり、認証基盤にはさまざまな顧客

要件を組み入れる必要がある。例えば、連携

先となる業務システムの認証方式や、ID管理

の業務運用、IDデータの取り込み方式など、

さまざまなパターンを個別設計する必要があ

る。そのため、顧客要件に応じた細かいカス

タマイズが求められる。それが容易だという

点は、商用製品と比較したオープンソース製

品の大きなメリットである。

2つ目のメリットとして、長期にわたって

製品を継続的に安定利用できる点があげられ

る。オープンソース製品は開発企業の買収な

どによってサポートが打ち切られる心配が少

ないからである。

3つ目のメリットはコストである。一般的

にシングルサインオンやID管理の商用製品は

非常に高価である。例えば5,000個のIDを管理

する場合、ライセンス費は 5千万～ 2億円程

度になる。商用製品はさまざまな顧客要件に

対応できるように多くの機能を盛り込むため

高価にならざるを得ない。オープンソース製

品の場合は、必要な機能だけカスタマイズ開

発を行えばよく、ライセンス費も発生しない

オープンソースで実現する統合認証基盤

クラウドコンピューティングの普及などにより、システムの利用形態が多様化するにつれ、

内部統制の強化や利便性の向上を目的に、シングルサインオンや一元的なID管理といった統合

認証基盤の整備が求められている。本稿では、オープンソースを活用した統合認証基盤のメリ

ットや、その構成例について紹介する。

特　集　［クラウドを生かすオープンソース］
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ため、大規模システムの場合は商

用製品に比べて数千万円以上のコ

ストを削減できることもある。

統合認証基盤の構成例

統合認証のオープンソース製品

としては「OpenSSO」がよく知ら

れている。「OpenSSO」は米国Sun

Microsystems社の商用製品「Sun

Java System Access Manager」

のコア部分のソースコードをオー

プンソース化したものである。機能的に商用

製品に見劣りしないため採用実績が多い。ま

た、分散したID情報を一元管理するアカウン

ト管理ツールとしては、オープンソース製品

の「LISM（LDAP Identity Synchronization

Manager）」が多く用いられている。

これらを用いた統合認証基盤の構成例を図

1に示す。この例では、企業内の人事システ

ムとSaaSの「Saleceforce CRM」とのシング

ルサインオンを「OpenSSO」によって実現

し、「LISM」を用いて人事システムから取り

込んだユーザーIDを連携する周辺システムと

同期させている。社内システムとSaaSとの連

携は、標準的な認証プロトコルであるSAML

（Security Assertion Markup Language）によ

って実現される。

オープンソースの継続的なサポート

前述したように、オープンソースには継続

して安定利用できるメリットがある。ソフト

ウェアがオープンソース化されユーザーの支

持を受けていれば、仮に元の開発企業がなく

なっても、世界中の開発コミュニティが開発

を継続できる。

「OpenSSO」の場合も、米国Oracle社がSun

Microsystems社を買収したことによって

（2010年 1月に完了）その存続が危ぶまれた

が、「OpenSSO」の開発メンバーによるコミ

ュニティが設立され、「OpenAM」と名前を

変えて開発が継続されることになった。

国内では2010年10月に「OpenSSO」の利用

企業の参画のもと「OpenSSO ＆ OpenAM

コンソーシアム」が設立され、「OpenSSO」お

よび「OpenAM」のユーザーに向けたサポー

トや普及活動を推進している。コンソーシア

ムの正会員は 4社、理事企業は 7社（2010年

10月時点）であり、代表幹事を野村総合研究

所（NRI）が務めている。 ■

レポートに掲載されているあらゆる内容の無断転載・複製を禁じます。すべての内容は日本の著作権法及び国際条約により保護されています。
Copyright © 2010 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved. No reproduction or republication without written permission.

野村総合研究所
情報技術本部
オープンソースソリューション推進室
主任テクニカルエンジニア

保田和彦（やすだかずひこ）
専門は方式設計、ID統合管理に関するコンサ
ルティングなど

図１　オープンソースによる統合認証基盤の構成例 
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NoSQL登場の背景

従来、一般的なWebシステムはWeb3階層

と呼ばれる構成が主流である。これは、

Webブラウザーを用いたインタフェースを

司るプレゼンテーション（PL）層、Webア

プリケーションを実装するビジネスロジック

（BL）層、データを格納するデータベース

（DB）層の 3階層に分けてシステムを構成す

ることで、柔軟なシステム変更を可能にした

ものである。

しかしこのアーキテクチャも、サービス規

模の急拡大によって限界に近づいている。

PL層、BL層はスケールアウト（サーバーの

増設による拡張）が容易なのに対して、既存

のRDBMS（リレーショナルデータベース管

理システム）によって作られたDB層は基本

的にスケールアウトが困難だからである。

RDBMSでも、複数のサーバーから同時に

データベースを操作できる「Oracle」のRAC構

成のようにスケールアウト可能なものもある

が、現実問題としては数倍程度が限界である。

RDBMSの前に分散キャッシュ（DBの内容を

複数のアプリケーションサーバーに分散して

キャッシュする仕組み）を配置する方法もあ

るが、それもクラウド規模ともなると同期遅

延や運用の複雑さが実用的な範囲を超える。

このような既存データベースの問題から、

Amazon社、Facebook社などをはじめとす

る大規模なサービス事業者が、拡張性の高い

データベースシステムを独自に開発して自社

サービスに適用するようになり、これをオー

プンソースとして公開している。

これらの新しいデータベースはNoSQL

（SQLに取って代わる）と呼ばれる。RDBMS

がSQLという標準言語によってデータベース

を操作するのに対して、新しいデータベース

はSQLを用いないためである。しかし現状は

RDBMSの得意でない部分で選択的に利用さ

れていることから、“Not only SQL”という

意味も持つと考えられるようになっている。

NoSQLの分類

それでは、NoSQLとは具体的にどのよう

なものだろうか。

NoSQLは、RDBMSの弱点を補完するもの

として、広い意味での非関係モデルに属する

データストア（データ保存の仕組み）を利用

したデータベース技術とされる。NoSQLと

RDBMSの具体的な違いを比較したのが表 1

NoSQL製品の実力を検証する
―データベースシステムの新しいトレンド―

クラウドコンピューティング（以下、クラウド）上でWebシステムを構成するケースが増え

るなかで、柔軟な拡張性を持つNoSQLと呼ばれる新しいオープンソースのデータベースに注

目が集まっている。本稿では、NoSQLをその特徴によって分類し、どういう用途に向くのか

を整理した上で、NoSQLの機能や性能について紹介する。

特　集　［クラウドを生かすオープンソース］
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である。NoSQLはRDBMSと比較して拡張性、

耐障害性に優れる反面、データの一貫性に関

しては多くは結果整合（一時的に一貫性が厳

密に維持されていない状態もあること）に緩

和されている。

NoSQL製品の種類は非常に多く、明確に

分類できるわけではないが、データモデルの

違いによって大まかに分類すると次ページの

図 1のようになる。単純キーバリュー型から

始まり、アクセスインタフェースの拡張に伴

って、カラム型、ドキュメント型が順次、派

生してきた。図では併せて各モデルの特徴や

利用シーンなどについてもまとめている。

単純キーバリュー型は、買い物サイトのシ

ョッピングカートのように更新・検索が 1つ

のキーに限定されている場合に利用される。

「キー」とは情報の組を一意に識別するため

の情報で、その情報の内容が「バリュー」で

ある。カラム型はキーが 1つまたは 2つ程度

に固定的である場合に利用される。ドキュメ

ント型は、完全に構造化されていないが類似

したデータ構造を持つデータ（非構造化デー

タ）の更新・検索に適している。

NoSQL製品の中でいま最も注目されてお

り、採用事例も増えているのが「Cassandra」

である。「Cassandra」はFacebook社が開発

しApacheソフトウェア財団へ寄贈されたオ

ープンソースで、次のような特徴がある。

①SPOF（Single Point of Failure：単一障害

点。その個所が故障するとシステム全体が

障害を受けるような個所）がない

②リッチなデータモデル（データ構造が柔軟

で複雑なデータ管理が可能）

③一貫性制御の自由度（結果整合か一貫性保

証かをコントロール可能）

④リニアな拡張性（ノード数の増加による性

能劣化がない）

処理性能が高いNoSQL

NoSQL製品の処理性能評価を行うツール
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表１　NoSQLとRDBMSの主な違い 

データモデル 

スキーマ 

データ一貫性 

耐障害性 

拡張性 

データ操作言語 

NoSQL RDBMS

リレーショナルデータモデル キーバリュー型、ドキュメント型、グラフ型、
表形式型など 

固定的（変更しにくい） 柔軟に変更可能（スキーマレス） 

耐障害性を高めるためのコストが高い 

SQL

一貫性が厳密に維持される（ACID特性） 

SPOF（単一障害点）がないものが多く、コス
トが低い 

多様なデータアクセス言語 

一時的に一貫性が厳密に維持されていない状
態もある（BASE原理、結果整合） 

スケールアップが基本。データ一貫性の保持を
厳密に行うためパフォーマンスの低下が目立つ 

スケールアウトにより大量アクセスによるパ
フォーマンス低下が少ない 

インタフェース シンプルなアクセスインタフェース 多様なアクセス形態 
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として、米国Yahoo!社が開発し公開してい

る「Yahoo! Cloud Serving Benchmark」が

ある。クラウドで使われる主なNoSQL製品

のベンチマークが行えるツールである。

図 2は、3つのNoSQL製品と、オープンソ

ースのRDBMS「MySQL」について、処理

量とレイテンシ（処理要求を出してから結果

が返されるまでの遅延時間）の関係を計測し

た結果である。「Cassandra」の処理性能は、

TPC-C（業界団体のTPCが策定したベンチ

マークの 1つ）に準じた負荷条件で秒間 1万

件の処理、レイテンシは読み込み・書き込み

ともに10ms程度である（図では読み込みの

み示した）。「MySQL」が秒間 5千件程度を

特　集特　集

図１　NoSQLデータベースの分類と特徴 
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リューの選択と、キーとカラム
指定によるバリューの選択が可
能（カラム指定は省略可能） 

更新・検索方法は複数だが固定
的である場合に適する 

Digg（ニュースリンク投稿）の
ユーザーデータ管理（Cassandra） 

キー・バリューのペアと追加キ
ー（カラムファミリー）を保持 

ドキュメント内にスキーマを動
的に自由に配置 

バリューの値を条件としたバリ
ューの部分選択が可能 

キーとそれに対応するバリ
ューをペアとして保持 

キーを選択すると、対応す
るバリューを返すのみ 

更新・検索方法が1つに限定
されている場合に適する 

Amazonのショッピングカ
ート（Amazon Dynamo） 

データが完全に構造化されず、
更新・検索方法に自由度が必要
なデータを扱うのに適する 

New York Timesの記事登録 
（MongoDB） 

キー キー 
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バリューの選択 
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バリューの選択 

バリューの値による 
バリューの部分選択 

ユーザーが購入しようとしてい
るチェックアウト前の買い物リ
スト 

自分が投稿した特定のニュースリンク
に対して投票済みの友達を検索する 

記事のタイプに
よって属性が異
なる 

記事のタイプによって異なる属性を
持つ記事データを1つのドキュメン
ト型に蓄積。登録アプリ画面も1つ
のフォームだけで構築でき、複雑さ
を解消している。 
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境に処理性能が急激に悪化するのに対し、

「Cassandra」はほぼ一定であり、大量処理

でも性能劣化が軽微であることが分かる。

図 3はNoSQL製品のスケーラビリティに

関するベンチマーク結果である。12ノードま

での評価結果だが、「Cassandra」は「HBase」

とともに性能劣化がなくリニアな拡張性を持

つことが分かる。

野村総合研究所（NRI）は社内で独自に性

能評価を実施したが、レイテンシ、スケーラ

ビリティともに同様の結果を得ている。その

ため今後クラウド向けのサービス構築に

NoSQLを活用していく予定である。

オープンソースから生まれる最新技術

NoSQLは、クラウド時代の大規模分散環

境でデータベースの主流になると見なされて

きたが、最近になって、インメモリーデータ

ベース（DBを高速なDRAM上で稼働する）

でオーバーヘッド（ 1つの処理に伴う付加的

な処理）を除去し、データの一貫性を維持し

つつ大きな性能向上とスケーラビリティをオ

ープンソースで実現した、SQLベースの

「VoltDB」も発表され、NoSQLと次世代DB

の座を争っている。スケーラブルで高速処理

が可能な新しいデータベースがいずれもオー

プンソースによって開発されていることは注

目に値する。

これまでのオープンソースは、OS（基本ソ

フト）の「Linux」もデータベースの「MySQL」

も、コスト削減、ベンダー固定からの解放、

サポート選択の自由度などを目的に利用され

てきたのであり、技術や機能が商用製品より

優れていたとは必ずしもいえない。しかしこ

れからは、オープンソースから最新の技術や

機能が提供される時代になっていくだろう。

今後ますます重要度を増すであろうNoSQL

を含めて、クラウド発のオープンソースの動

向を注意深く見守っていく必要がある。 ■
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図２　データベース製品の性能評価 

出所）Yahoo! Research「Benchmarking Cloud Serving 
　　　Systems with YCSB」 
　　 （http://research.yahoo.com/node/3202） 
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図３　NoSQL製品のスケーラビリティ性能 
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イノベーションの推進に期待されるIT活用

成熟期に入った社会で企業が成長するため

にはイノベーションは欠かせない。今日では

事業活動はIT抜きには成り立たないといって

よい。そのためイノベーションにITは欠か

せないものとなっている。なお、イノベーシ

ョンにはさまざまなレベルのものがあるが、

ここでは「企業が顧客にとっての新しい価値

を創造することを通じて事業価値を高めるこ

と、またはそのための活動」とする。

野村総合研究所（NRI）が実施した2009年

の「ユーザ企業におけるIT活用実態調査」を

見ても、イノベーションにIT活用は必要ない

と考える企業の割合は低く、イノベーション

の推進役としてITが期待されていることは明

らかである。ところが、実際にイノベーショ

ンにITが活用できているかについては、期待

に応えるレベルに達していると考えている企

業は多くない。（図 1参照）

イノベーションを支援するIT人材が必要

イノベーションへのIT活用が期待されてい

るにもかかわらず、それが十分でないとされ

る要因の 1つとして、業務部門に対して、業

務とIT活用の両面からイノベーションを支

援することができる「イノベーション型IT人

材」の育成が難しいことがあげられる。

イノベーション型IT人材は、業務の現場に

入り込み、生まれたアイデアや問題意識に対

し業務視点で分析を行い、現場のメンバーと

協働して具体的なイノベーションの企画へと

膨らませ、ITの活用方法を提案し、場合によ

ってはITベンダーも交えて検討を行う。

すなわち、ITを前提にするのではなく、業

務の視点でイノベーションの企画を支援し、

必要に応じてITの活用方法を立案することが

できる人材である。そのためには、ITのスキ

ルだけでなく、業務コンサルタントとしての

スキルが必要となる。

しかし、従来のIT部門の人材育成体系の中

では、業務コンサルタントのスキルを身に付

ける機会は少ない。そこでまず、従来の人材

育成の枠組みを作り直すことが必要になる。

先進企業における新たな人材育成

筆者らは、イノベーション型IT人材を企業

がどのように育成しているか、いくつかの企

業にヒアリングを実施した。その結果、大き

く分けて以下の 2つのタイプの取り組みが見

イノベーション型IT人材の育成

企業の成長には何らかの形でイノベーションが不可欠であり、IT活用がイノベーションに果

たす役割は大きい。しかし、ITが期待に応えていないと考えている企業は少なくないのが現状

である。本稿では、ITによってイノベーションを進めるためにどのような人材が必要か、人材

育成に取り組む企業の事例と併せ紹介する。

トピックス
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られた。

1つ目は、従来のIT組織ではイノベーショ

ン型IT人材の育成が難しいことから、既存

のIT組織外に、業務経験がある人材を集め、

新たな組織を作る取り組みである。

例えば、社内から営業担当者を集め、IT部

門員とともに専任の社内コンサルティングチ

ームを作った例がある。集めたメンバーに対

し、ビジネスアナリシスやプレゼンテーショ

ンなどのスキルと、コンサルタントとしての

資質を身に付ける合宿型の外部研修を受けさ

せ、事業部門と議論できるようにした。この

ような育成を経た人材が、実際に新規事業立

ち上げに参画し支援に活躍しているという。

IT活用が鍵となる事業において、チームのメ

ンバーがITベンダーも巻き込んで競争力強化

につながるITシステムを企画し、事業部門側

から評価されている。このほか、関係会社に

対する情報戦略立案のコンサルティングを、

営業経験者を中心に実施している例もある。

2つ目は、各事業部門の既存のIT人材に対

し、日常業務では経験できない業務改革提案

の場を作り、イノベーションの提案スキルを

身に付けさせる取り組みである。各事業部門

のIT担当部署のメンバーが半年間、月に数

回集まり、ファシリテーション（活動支援）

スキルなどを学ぶほか事業部門に対する業務

改革提案を行っている例がある。研修では事

業部門へのヒアリングや業務分析を行って改

革案を検討し、事業部門の責任者にプレゼン

テーションを行うなどの経験をさせる。

IT部門の存在意義を示すために

クラウドコンピューティングの台頭などに

より、システムのリソースや機能をサービス

として利用する形態が普及していくと、企業

はITを「作って動かす」ことから「使いこな

す」ことにますます主眼を置くようになる。

IT部門に求められているのは、これに応えら

れるイノベーション型IT人材の育成であり、

それによってIT部門は自身の存在意義を示す

ことができると考えられる。 ■
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野村総合研究所
システムコンサルティング事業本部
プロセス・ITマネジメント研究室
上級システムコンサルタント

松村　豊（まつむらゆたか）
専門はIT部門の運営・人材育成に関する
コンサルティング

図１　イノベーションにおけるIT活用の状況（期待と達成度） 

商品・サービスそのものに組み込む 

企画・開発プロセス 

商品・サービスの生産・デリバリープロセス 

アフターサービスプロセスでITを活用 

ビジネスモデルの一端を担う 

グローバリゼーション 

期待をほぼ達成 
「やや不十分」または「不十分」 
IT活用を期待されていない 
不明または無回答 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

（n＝527） 

出所）野村総合研究所「ユーザ企業におけるIT活用実態調査」2009年 

①イノベーションにおけるIT活用がそもそも不要と考え
る企業は少ない。 

②イノベーションにおけるIT活用をほぼ達成（合格点）と
考える企業は少ない。 

① ② 
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かつてシステムは資産だった

これまで、情報システムは「資産」として

扱われてきた。ハードウェアが高価であった

時代であればそれも当然といえるが、ハード

ウェアの価格が下がった後も「減価償却が完

了するまで確実に動かす」ことが求められ、

そのために機能要件が膨れ上がるという傾向

は続いた。いったん稼働させれば償却が終わ

るまでは動かし続けなければならないので、

稼働後に必要になる“かもしれない”要件が

あれもこれもと盛り込まれ、開発費用すなわ

ち投資額が膨れ上がる

ことになる。

多額のシステム投資

を行えば、企業はシス

テムが確実に稼働する

ことを何より重視す

る。システム開発を受

託するベンダー側に

は、速さよりも“じっ

くり、確実に”開発す

ることが求められた

（図 1参照）。

一方で、ITの発展は

目覚しい。例えば米国Apple社のiPhoneは発

売から 3年半で、消費者と企業を結び付ける

格好のツールの 1つとなった。

このiPhoneを販促や顧客満足度向上のため

に活用したいと考える企業は多いだろう。し

かし、あれこれと要件を取り入れたシステム

計画を立案し、承認を取り、確実に開発して

いる間にも時間は過ぎていく。この期間が長

ければ長いほど、iPhoneを活用したシステム

をさっさと開発していれば得られていたはず

の逸失利益も大きくなる。ITの進化が急な現

在、システムを資産として抱えることは、さ

変遷する情報システムの価値
―“じっくり・確実”から“軽やか・俊敏へ”―

米国連邦準備制度理事会（FRB）のB. S. Bernanke議長は2010年 7月の議会で「経済の先行き

は異例に不透明」と証言した。経済の先行きが不透明なら企業は投資に慎重にならざるを得な

いのが常識だが、米企業のシステム投資は今年度も堅調といわれている。その背景に、俊敏な

システム開発手法であるアジャイル開発の採用が進んでいることがあると思われる。

海外便り

図１　従来型システム資産のライフサイクルと機会損失 

現実 

当初目標（5年先） 

5年先を見越した戦略 
5年先を見越したシステム要件 
膨れ上がる準備期間と開発工数 
一度動き出したら目標修正は困難 

★ 

★ システムが資産だった時代 

外界の変化 

事業損失 
機会損失 
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まざまな機会損失につながると考えるべきで

あろう。

アジャイル開発手法の登場

システムが大規模化・複雑化するにつれて、

その変更にかかる費用や期間が増大するとい

う問題は1990年代から指摘されていた。その

ためプロジェクト計画管理やシステム開発手

法などのさまざまな改善が試みられ、そのな

かから欧米を中心に「アジャイル開発」と呼

ばれる手法が確立されていった。

アジャイル開発の特徴は、「構築する対象は

必ず変化する」という前提に立つことである。

仮に完成までの期間を 2年と決めても、その

2年の間に必ず何らかの変化が生じるという

前提でプロジェクトを進める。例えば、プロ

ジェクトの途中でiPhoneのような有望な新し

いツールが出現した

ら、それを取り込むべ

くプロジェクトを軌道

修正するのがアジャイ

ル開発である。

軌道修正が必要な事

象がいつ発生するかは

誰も予測できない。シ

ステム計画の段階で発

生するかもしれない

し、設計段階で発生す

るかもしれない。ある

いは本番稼働直前にな

って発生することもあるだろう。予測不能な

変化に対応するためには、従来のように「計

画→設計→開発→テスト→本番稼働」という

手順を踏んで軌道修正していたら、いつまで

たっても本番稼働に到達することはできなく

なってしまう。

アジャイル開発では、経営的に優先させる

必要があると判断された課題から順次システ

ム化を行い、段階的に本番稼働させていく。

さらに、予測できない軌道修正に備えて計画

を定期的に見直す。例えば経営目標レベルで

は年 1回、経営戦略レベルでは四半期ごと、

プロジェクト計画レベルでは毎月、開発のタ

スクレベルでは毎週、というように見直すわ

けである。こうすることで、外部の変化に素

早く対応しつつ、早い段階からシステムを稼

働させることが可能となる。（図 2参照）

NRIパシフィック
Senior Systems Architect

中村昌義（なかむらまさよし）

専門はソフトウェア開発手法の研究と
普及

図２　システムの価値は“軽やかさ”に 

長期的な事業戦略 
当面優先されるシステム要件 

“軽やか”なシステム開発 現実 

当初目標（5年先） 
★ 

★ 
外界の変化 

途中で発生する外界の変化にも 
適宜対応 
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クラウドコンピューティングの登場

アジャイル開発にとって追い風となったの

は、2000年以降になってクラウドコンピュー

ティング（以下、クラウド）が登場し、その

サービスが充実してきたことである。クラウ

ドは「コンピュータ資源の時間貸し」ともい

える技術・仕組みであり、必要な時に必要な

だけサーバーを利用できるようにする。この

クラウドのサービスを利用すれば、システム

基盤の検討から設計までの期間と費用を大幅

に圧縮できるようになる。

例えば不特定多数の消費者を対象にした新

サービスを展開することを考えてみよう。従

来であれば利用者数と利用頻度を推定し、そ

こから最大負荷を想定してサーバーの規模や

台数を見積もったはずである。しかし不特定

多数を相手にした新サービスの場合、利用者

数と利用頻度の推定は難しいため、安全を見

込んで多めの見積が出される。その妥当性の

説得や、場合によっては社内の政治的駆け引

きに多くの時間が費やされることになる。そ

の結果、特にハードウェアに関して過剰投資

になりやすかった。

このような状況はクラウドの登場で一変し

た。クラウドではサーバーを増やすことは容

易なので、新サービスがマスコミに取り上げ

られるなどの理由で利用者数が急に増えた場

合でも素早く対応できる。逆に利用者が少な

くなれば不要なサーバーを止め、サービス原

価を抑えることができる。さらに、クラウド

を利用すれば、年々価格対性能比が低下して

いくハードウェアに自社で投資せずに済むと

いう大きな利点がある。その時その時で価格

対性能比が最も高いサービスに切り替えるこ

ともできる。このようにして過剰投資を避け

ることができるのがクラウドである。

“じっくり”から“軽やか”へ

アジャイル開発やクラウドの登場は、シス

テム投資のあり方を大きく変えてしまった。

かつては、ソフトウェアもハードウェアも過

剰投資となった状態で、5年という償却期間

を我慢しながらシステムを使う必要があった。

しかし、5年もの長期間にわたってシステム

の投資対効果を最大化させるというのは簡単

な話ではない。アジャイル開発やクラウドの

活用は、短い期間で“随時最適化”を可能に

する。新技術への対応や競合他社の新サービ

スへの対応など、必要に応じてシステムを機

敏に変化させることが可能になるのである。

（図 3参照）

米国のある大手衣料品販売店は、店舗販売

以外にWeb通販にも力を入れている。従来は

同社もWeb通販のシステムで“じっくり・確

実”な開発手法を取っていた。ところが、品

ぞろえや陳列方法、顧客応対の改善などの効

果を検証したいとき、実店舗なら実験店を設

けるなどにより効果を比較的簡単に確かめら

れるのに対して、Webシステムの変更はシス

海外便り
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テム開発を伴うため、試しにやっ

てみて効果を見るわけにはいかな

い。そこで企画段階で机上の議論

を通じて効果を予測するしかな

く、議論が長引けば長引くほど機

会損失は増えていく。また、時間

をかけてシステムを変更しても、

もしかしたら判断が間違っている

かもしれないというリスクは小さ

くない。

アジャイル開発を導入すれば、

有力な企画案がいくつかあった場

合でも、それらを全部開発して試してみるこ

とも可能になる。具体的には、まずWeb通販

システムを複数開発して、利用者を各システ

ムにランダムに割り当てる。そして一定期間

後に最も売上の高かったシステムを残し、あ

とは捨てる。“随時最適化”はこのようにして

可能になった。開発したソフトウェアを捨て

るということは一見すると無駄なシステム投

資に思えるかもしれないが、“じっくり・確

実”な開発をしている間の機会損失や、最適

ではないシステムを使い続けることによる損

失の方が実は大きいことに気付かなければな

らない。

この大手衣料品販売店は、2010年度の売上

が142億ドル、従業員数13万人以上という大企

業である。米国では、企業の規模にかかわら

ず“軽やか・俊敏”なアジャイル開発を採用

する傾向が強まっている。

米国のIT投資は今年度も6.6％の伸びが予想

されている（http://www.forrester.com/ER/

Press/Release/0,1769,1317,00.html）。多くの

米国企業がアジャイル開発を採用していくこ

とで、IT投資は今後も高い水準を維持できる

と予想される。

事業価値最大化の手段として

本来、情報システムとは、事業の価値を最

大化する手段にほかならない。変化が激しく

先行きが不透明ないま、その変化にシステム

が“軽やか・俊敏”に追随することが強く求

められており、そのための手段としてアジャ

イル開発やクラウドを活用したシステム開発

手法が生まれてきた。

米国におけるシステム投資の伸びは、「先行

き不透明な中での事業価値最大化」を求めた

結果なのである。 ■
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図３　システム開発は“じっくり”から“軽やか”に 

“じっくり”なシステム開発 

“軽やか”なシステム開発 

稼働するまでは何の利益も生まない 

検討期間を短くし、機会損失を回避 
複数案を開発・比較することも容易 
稼働後に次の一手を検討・開発 

最適かどうか分からない 
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ナビゲーションサービス
携帯総合ナビサービス。世界初の携帯プローブ交通情報
で道案内も。NTTドコモ、au、ソフトバンクから提供中

携帯電話の総合ナビサービス
「全力案内！」（ユビークリンク）

http://www.z-an.com

NRI社会情報システム http://www.nri-social.co.jp

PCLifecycleSuite http://www.pcls.jp 企業内のPC運用コスト削減と品質向上を同時に実現す
る、PC運用管理の再構築サービス



2010年12月号　Vol.27 No.12（通巻324号）

2010年11月20日　発行

発行人 嶋本　正

発行所 コーポレートコミュニケーション部

〒100－0005 東京都千代田区丸の内1－6－5 丸の内北口ビル

ホームページ　http://www.nri.co.jp

発　送 ビジネスサービスグループ

〒240－0005 横浜市保土ケ谷区神戸町134

電話（045）336－7331／直通　　Fax.（045）336－1408

本誌に登場する会社名、商品名、製品名などは一般に関係各社の商標または登録商標です。本誌では®、「TM」は割愛させて
いただいています。

本誌記事の無断転載・複写を禁じます。

Copyright © 2010 Nomura Research Institute, Ltd. All rights reserved.

編集長 野村武司

編集委員（あいうえお順） 井上泰一　　　岡田充弘　　　尾上孝男

小野島文久　　草野民生　　　佐久間和朗

武富康人　　　鳥谷部　史 中澤　栄

野口智彦　　　広瀬安彦　　　三浦　滋

見原信博　　　南　博通　　　南本　肇

八木晃二　　　吉川　明　　　若井昌明

編集担当 高尾将嘉



▲


	表紙
	目次
	視 点
	日本的経営の強みを再認識する

	特　集　［クラウドを生かすオープンソース］
	クラウド時代に重要性を増すオープンソース
	オープンソースでサーバー統合を実現
	オープンソースを用いた社内情報共有
	オープンソースで実現する統合認証基盤
	NoSQL製品の実力を検証する

	トピックス
	イノベーション型IT人材の育成

	海外便り
	変遷する情報システムの価値

	NRI Web Site

